
 

1 
 

 
  

日本郵便および北海道銀行との連携協定を締結 
郵便局において北海道銀行の手続事務を受付・取次 

SocioFuture株式会社（東京都港区、代表取締役社長執行役員 COO 菅原 彰彦／以下「SocioFuture」）
は、日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長兼執行役員社長 衣川 和秀/以下「日本郵便」）
および 株式会社北海道銀行（北海道札幌市、代表取締役頭取 兼間 祐二／以下「北海道銀行」）と、地域の皆
さまの利便性向上に向けた取り組みを強化するため、連携協定を締結しましたので、お知らせします。 
 
■連携協定の目的 
 日本郵便、北海道銀行およびSocioFutureが相互に緊密に連携することにより、双方が有する人的・物的資源や 
機能などの活用を図りながら、地域の皆さまの利便性向上に貢献します。 

 
■サービスの概要 

SocioFutureは、システムの提供を通じ、日本郵便の郵便局窓口において北海道銀行のお客さまが希望される 
住所変更などの手続事務を受付け、または取り次ぐサービスを実現します。 

 

受付局 天塩郵便局 開始日 2023年 10月 2日（月）予定 

営業時間 
9:00～15:00（平日のみ） 
※年末年始除く。 
※土・日・祝日はお取り扱いしません。 

お取引項目 

・北海道銀行口座の次のお取引の受付 
住所変更、氏名変更、印鑑変更、キャッシュカード・通帳の再発行、各種変更に伴う 
通帳記帳・繰越 

 
・北海道銀行口座の次のお取引の取次 
（TV電話により、北海道銀行の行員がお客さまに説明し、郵便局では、お客さまにご記入 
いただいた書類の取次を行います。） 
各種預金の口座解約、解約に伴う振替・振込、キャッシュカードの新規発行 

 

 

 

 

 

2023年5月9日 
SocioFuture株式会社 
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【受付のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取次のイメージ図】 

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
【各社概要】  
＜日本郵便株式会社＞ 
（1）商   号  ：日本郵便株式会社 
（2）代 表 者 ：代表取締役社長兼執行役員社長 衣川 和秀 
（3）本店所在地 ：東京都千代田区大手町二丁目3番1号 
（4）設   立  ：2007年10月1日 
（5）資 本 金 ：4,000億円 

 
  

  

 
  

  

⑤

タブレットへの入力
（依頼書記載）

依頼書への署名・押印
本人確認書類提示

原本等郵送④

依頼内容（住所変更、通帳切り替え等）に応じ、郵送

お客さま
・送付物確認
・印鑑照合等

・依頼書印刷
・本人確認書類コピー
・書類確認
・データ送信
・原本等郵送

①

原本等郵送

データ送受信
②

③

・本人確認
・送付物確認
・依頼内容を実施

原本等郵送

解約済通帳・計算書等送付

依頼書記載

原本等郵送

ＴＶ通話
（依頼書記入方法、重要事項等説明、本人確認書類提示） ・お客さまへの説明

・本人確認
・送付物確認
・依頼内容を実施

①

・書類確認
・原本等郵送

②

③

④

⑤
お客さま

・送付物確認
・原本等郵送
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＜株式会社北海道銀行＞ 
（1）商   号  ︓株式会社北海道銀行 
（2）代 表 者 ︓代表取締役頭取 兼間 祐二 
（3）本店所在地 ︓北海道札幌市中央区大通西４丁目１番地  
（4）設   立  ︓1951年 3月 5日 
（5）資 本 金 ︓935億円 

 
 

＜SocioFuture株式会社＞  
（1）商  号  ︓SocioFuture株式会社 

（2022年 1月 1日、日本 ATM株式会社より社名変更） 
（2）代 表 者 ︓代表取締役社長執行役員 COO 菅原 彰彦 
（3）本社所在地 ︓東京都港区浜松町 1-30-5 浜松町スクエア 8階 
（4）設  立  ︓1998年 10月 22日 
（5）資 本 金 ︓4億 8,000万円 

 
 
 
■本プレスリリースに関する報道機関からのお問い合わせ                

SocioFuture株式会社 人事総務本部 TEL︓03-5405-1262 
※リリースの記載内容は発表日現在のものです。 
その後予告なしに変更される場合がありますのであらかじめご了承下さい。 

 


